
１　総括
(1)人件費の状況（普通会計決算）

（注）　人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注） １　職員手当には退職手当を含みません。

２　職員数は、平成31年4月1日現在の人数です。

３　給与費については、嘱託職員・臨時職員の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。

(3) ラスパイレス指数の状況

（注）

２　類似団体平均とは、全国の市町村を市と町村に分け、人口規模、産業構造が類似している自治体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　久山町は町村のⅡ－２に分類されています。

３　久山町は９３．２％で、福岡県下５８市町村（福岡市、北九州市は除く）中、５６番目となっています。

①②③のいずれにも該当していません。

久山町職員の給与・定員管理等について公表します
　久山町の職員の給与は、地方公務員法・地方自治法に基づき、町議会での予算審議と議決を経た上で、町条例や規則に基づいて支給され
ています。職員の給与について、町民の皆さんにご理解いただくため、主な内容をお知らせいたします。

　表中の数値は、令和２年地方公務員給与実態調査などに基づくものです。また、詳細な内容については久山町ホームページ
（http://www.town.hisayama.fukuoka.jp/）にて公表いたします。

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

29年度の人件費率

令和元年度 人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

　　　　　（H31年1月1日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

17.4

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

8,987 5,246,127 130,645 852,783 16.3

　　計　　Ｂ 給与費 B/A

令和元年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

6,063

１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の３～５年間隔の平均給料と久山町の職員の同様に区分した平均給料を比較し、国家公務員の給料水準を１００とした場合の地方公務員
の給与水準を示す指数です。なお、この指数の計算には手当は含まれていません。

79 285,950 71,089 121,937 478,976

※令和２年４月１日のラスパイレス指数が、①3年前に比べて1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、③100を超えている場合につい
て、その理由及び改善の見込み
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(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

　実施しませんでした。

【令和２年人事院勧告の要旨】

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び久山町の支給割合）

【支給割合】 6%（国　　3%）

古賀市と糟屋郡７町で地域手当に差があると、採用試験等で他市町との競合に支障があるため見直しを行っていません。

③その他の見直し

・管理職手当を平成30年度から定額化しました。

本年は、民間給与との較差が極めて小さく、俸給表及び諸手当の適切な改定が困難であることから、月例給の改定は行われませんでした。
他方期末手当は、民間の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.05月分引き下げ、4.４５と改定されました。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（令和２年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

　本町では該当ありません。

③教育公務員

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和2年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　 

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等

　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

（2) 職員の初任給の状況（令和2年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和2年4月1日現在）

円 円 円

（注）表中の数値は、令和２年地方公務員実態調査に基づくものです。経験年数とは、初任給決定の基準となった

　　　最終学歴以降の年数です。卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場合はその数値が、卒業採用までの

　　　間に前歴（職歴等）がある場合は、一定の率で前歴を換算し、その数値を加算したものが経験年数となります。

福岡県 42.8 324,055 413,722 366,268

国 42.8 324,055

平均給与月額

（国ベース）

久山町 41.4 301,000 369,188 354,780

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

― 411,123

類似団体 41.7 300,128 350,875 326,221

区　　分

国

182,200

久山町 42.7 311,000 368,300

福岡県 42.4 356,917 410,239

高　校　卒 154,900 154,600 154,900

―

― ――

技能労務職

類似団体 39.7 281,798 304,993

区　　　　　分 久　山　町 福　岡　県

一般行政職 大　学　卒 182,200 188,400

教育公務員 大　学　卒 182,200 210,500

技能労務職 高　校　卒

高　校　卒 該当者なし

大　学　卒 231,900 259,700

該当者なし

経験年数7年以上１０年未満

該当者なし

―

区　　　　分 経験年数１０年以上１５年未満 経験年数１５年以上２０年未満

一般行政職

高　校　卒 ―

299,500

―

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1)一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和2年4月1日現在）

（注）　１　久山町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務になります。

 (2)昇給への勤務成績の反映状況

構成比（％）
1号給の

給料月額（円）
最高号給の

給料月額（円）
区分 職員数（人）標準的な職務内容

350,000

４ 級 課長補佐、係長 21 31.3 263,000 381,000

247,600

２ 級 主任主事 17 25.4 195,500 304,200

１ 級 主事・主事補 7 10.4 146,100

３ 級 主査 11 16.4 231,500

管理職 一般職

イ　人事評価を実施した 〇 〇 〇 〇

393,000

６ 級 課長 6 9.0 319,200 410,200

５ 級 課長、参事 5 7.5 289,700

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

- - 〇 〇

- - - -

-

-

-

〇 〇 - -

-

- -

国平成3１年4月２日から令和２年４月1日
までにおける運用 管理職 一般職

ロ　人事評価を実施していない - -

久山町

10.4% 10.9% 10.0%

25.4%
20.3%

11.7%

16.4%
17.2% 35.0%

31.3%
32.8%

25.0%

7.5% 9.4% 10.0%

9.0% 9.4% 8.3%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

令和２年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（30年度） １人当たり平均支給額（30年度）

千円 千円

（元年度支給割合） （元年度支給割合） （元年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～１５％ ・役職加算　　　５～２０％ ・役職加算　　　５～２０％

・管理職加算　１０～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（令和2年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（３％～４５％加算） 定年前早期退職特例措置（３％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 退職者なしのため支給しておりません。

 (3) 地域手当

（令和2年4月1日現在）

支給実績（元年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 円

久山町支給率 6 ％ 79 人 国の支給率 3 ％

　地域手当補正後ラスパイレス指数

　（ラスパイレス指数）

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準

　　　を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数になります。

（補正前のラスパイレス指数×（１＋久山町の地域手当支給率／（１＋国の支給基準基づく地域手当支給率））により算出された数字になります。）

 (4) 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在）   本町では該当ありません

- -ロ　人事評価を実施していない -

-

1.45 0.90 1.45

〇 〇 〇

標準に加え、上位及び下位の区分も適用 - -

非公表
1,598

2.60

- -

標準の区分のみ適用 - - - -

1.45 0.90

平成31年4月２日から令和２年４月1日
までにおける運用

福岡県

1,646

久　　　　　山　　　　　町 国

〇

イ　人事評価を実施した

〇

標準に加え、上位の区分も適用 - -

久山町 国

管理職 一般職 管理職 一般職

〇

235,569

支給対象職員数支給対象地域 全域7級地

-

〇 〇

95.9

（93.2）

-

0.90

久　　　　　　　　　　　山　　　　　　　　　　　町 国

1.9 2.60 1.92.60 1.9

標準に加え、下位の区分も適用

18,610

応募認定・定年 応募認定・定年

39.75750 47.709000 39.75750 47.709

47.70900 47.709000 47.70900 47.709

19.66950 24.586875 19.66950 24.586875

28.03950 33.270750 28.03950 33.27075
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 (5) 時間外勤務手当

千円 千円

千円 千円

（注）　職員1人当たり平均支給額を算出する職員数は、「支給実績（元年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の総職員数

　　　（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）になります。

（6) その他の手当（令和2年4月1日現在）

・配偶者：6,500円　　

・扶養親族（子）1人につき：10,000円 円

・特定期間加算（16歳～22歳）　1人につき：5,000円

円

・交通機関等を利用の場合、運賃相当額（月額限度額55,000円）

円

・課長級 53,000円

・参事（課長級） 47,000円 円

・課長補佐級 42,000円

５　特別職の報酬等の状況（令和2年4月1日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

（元年度支給割合）

月分 加算割合 ％

（元年度支給割合）

月分 加算割合 ％

給料月額×510／100×在職年数 円

給料月額×300／100×在職年数 円

（注）　１　給料および報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

　　　　２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）

　　　　　勤めた場合における退職手当の見込額になります。

住居手当

通勤手当

（支給時期）

･自ら居住するために住宅を借り受け、12,000円を超える家賃等を支払っている職
員に27,000円を限度で支給。

･自動車等の利用者は、通勤距離（片道2km以上）に応じて31,600円を限
度に支給。

同

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 248 職員１人当たり平均支給年額（30年度決算）

扶養手当

205,000

175,000

155,000

25

3.4 25

管理職手当

同

同

手当 内容及び 支給単価
国の制度
との異同

591,000

－

320,000

－

271,000

－

議長

副議長

議員

360,000

320,000

300,000

報
酬

町長

副町長

議長

副議長

議員

3.4

250,000

－

265

支給実績（元年度決算） 14,891 支給実績（30年度決算） 13,807

支給実績
（元年度決算）

支給職員1人当たり平均
支給年額（元年度決算）

8,904 千円

10,082 千円

3,290 千円

15,312 千円

228,307

325,225

44,459

546,857

給
料

町長

副町長

区　　分
給料・報酬月額等

（参考）　類似団体における最高／最低額

850,000 306,000

710,000 490,000

719,000

－

期
末
手
当

町長

副町長

退
職
手
当

任期ごと

任期ごと

14,667,600

（算定方式） （1期の手当額）

7,092,000

備考

相違点

同
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人事配置の見直し

人員配置の見直し

人事配置の見直し

＜参考＞

人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人事配置の見直し

＜参考＞

人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人事配置の見直し

＜参考＞

人口１万人当たり職員数 人

（注）１　職員数は特別職を除いた全職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員を含み、

　　　　臨時および非常勤職員を除いています。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成31年 令和2年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 2 2 0

総務

労働 ‐ ‐ ‐

農水 6 6 0

23 24 1

税務 6 6 0

民生 8 9 1

衛生 10 10 0

商工 ‐ ‐ ‐

土木 6 7 1

小　計

78 81 3

135.64

90.1

教育部門 17 17 0

計

61 64 3

71.2

112.59

消防部門 ‐ ‐ ‐

103.4

1

〔104〕 〔104〕

その他 3 4 1

小　計 11 12

合　　計 89 93 4

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

水道 4 4 0

下水道 4 4 0
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（2)年齢別職員構成の状況（令和2年4月1日現在）

（3)職員数の推移

～ ～

47歳 51歳 55歳 59歳

60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳20歳 20歳 24歳

946 13 11 12 9 00 3 14 12 8 6

人

39歳 43歳

区　分 計

人 人 人

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 以上

28歳 32歳

～

人 人 人 人 人 人 人 人 人

17%

2年
過去5年間の
増減数（率）

教育 職員数 18 18 19 20 17 17 -6%

部門

区分
27年 28年 29年 30年 元年

17%

職員数

公営企業等 職員数 10 11 11 12 11 12

56 58 59 61 64一般行政 職員数 53

0.0
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4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20未満 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60以上

構成比

５年前の構成比
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７　公営企業職員の状況

　上下水道事業

  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成31年4月1日現在の人数です。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和2年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

　　　　２　基本給は、給料・扶養手当及び地域手当を合算した金額です。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（30年度支給割合） （30年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　5～15％ 職制上の段階、職務の級等による加算措置　5～15％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和2年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（３％～４５％加算） 定年前早期退職特例措置（３％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 退職者なしのため支給しておりません。

28.03950 33.270750 28.03950 33.27075

39.75750 47.709000 39.75750 47.709

47.70900 47.709000 47.70900 47.709

1.45 0.90 1.45 0.90

久　　　　　　　　　　　山　　　　　　　　　　　町 国

19.66950 24.586875 19.66950 24.586875

応募認定・定年 応募認定・定年

久　山　町　公　営　企　業 久　山　町 （一般行政職）

１人当たり平均支給額（30年度） １人当たり平均支給額（30年度）

1,580 1,598

2.60 1.90 2.60 1.90

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

久山町公営企業 34.1 323,933 469,841

団 体 平 均 44.3 340,929 514,169

元年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

8 29,152 2,761 8,109 40,022 5,003 6,188

（参考）団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

578,541 102,614 56,558 9.8 14.9

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

平成30年度の総費用に

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

元年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

　質収支 職員給与費比率
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ウ　地域手当（令和2年4月1日現在）

支給実績（令和元年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 円

久山町支給率 6 ％ 3 人 国の支給率 3 ％

エ　特殊勤務手当（平成31年4月1日現在）　本町では該当ありません

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には。休日勤務手当を含みます。 

カ　その他の手当（平成31年4月1日現在）  

・配偶者：6,500円　　

・扶養親族（子）1人につき：10,000円 円

・特定期間加算（16歳～22歳）　1人につき：5,000円

円

・交通機関等を利用の場合、運賃相当額（月額限度額55,000円）

円

・課長級 53,000円

・参事（課長級） 47,000円 円

・課長補佐級 42,000円

扶養手当 同 936 千円 312,000

住居手当
･自ら居住するために住宅を借り受け、12,000円を超える家賃等を支払っている職
員に27,000円を限度で支給。

同 0

45,257

管理職手当 同 1,140 千円 570,000

通勤手当 同･自動車等の利用者は、通勤距離（片道2km以上）に応じて31,600円を限
度に支給。

317 千円

千円 0

支給実績
（元年度決算）

1,714

214,250

支給職員1人当たり平均
支給年額（元年度決算）

支給対象地域 全域7級地 支給対象職員数

手当 内容及び 支給単価

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 30 年 度 決 算 ） 84

支 給 実 績 （ 令 和 元 年 度 決 算 ） 964

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 元 年 度 決 算 ） 161

支 給 実 績 （ 平 成 30 年 度 決 算 ） 168

国の制度
との異同

相違点
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